
トップリーダー必読／事象と市場を読み解く 

 

 

  

 
 
 

 
 
 

 

 

 

  
〈目次〉  

  

    

FOCUS  ポリクライシス時代の政府の在り方  ...... １ 

評論家 中野剛志 

 

住まい方  住宅地のエリアマネジメントの展開-まちを元気に  ... ３ 

  横浜市立大学 国際教養学部教授 齊藤広子 

 

BUSINESS  木質バイオマスの熱利用による新しいエネルギービジネス  .... ５ 

  株式会社 WB エナジー 取締役副社長 北川弘美 

 

Condominium Trend  

＜AREA MARKET＞横浜市／中区 

供給大幅減 坪単価 350 万円超  ......................... ７ 

＜今週の発売物件＞１２／２～１８ 

12 月第 3 週の発売は 350 戸強  ...................... １０ 

  

株式会社 不 動 産 経 済 研 究 所  

東京都新宿区新宿 1-15-9 さわだビル 〒160-0022 

TEL：03-3225-5301  FAX：03-3225-5330 
購読料: 月額 13,200 円（税込） 

２０２３.１２.２０ 

№１４５５ 

（毎週水曜日発行） 
 

禁無断転写 

 

不動産経済
®

 
Focus & Research 

～視点を変える、発想を変える、新オピニオン＆ニューズレター～ 



 不動産経済 Focus & Research  No.1455  2023.12.20

5 

BUSINESS 

木質バイオマスの熱利用による新しいエネルギービジネス 

株式会社 WB エナジー 取締役副社長 北川弘美 

太陽 光発 電や風 力 発電など、固定 価格 買

取制度（FIT）による再生可能エネルギー発電

に続いて着実に広がりを見せているのが「木質

バイオマスの熱利用」だ。近年、このエネルギー

の導入が加速していると同時に新しいビジネス

が生まれている。本稿では事例を交えて紹介

する。 

バイオマス熱利用のメリットと 

導入に向けた課題 

木質バイオマスの熱利用とは、チップやペレ

ットなどの木を燃やした熱をお湯として使うエネ

ルギーである。公共施設や宿泊施設など中規

模以上の建物には、通常ボイラー室があり、ガ

スボイラーや重油ボイラー、灯油ボイラーなどい

わゆる化石燃料のボイラーが設置されているこ

とが多い。これを再生可能エネルギーであるバ

イオマスボイラーに置き換えるのだ。

これまでバイオマスボイラーは、お湯を必要と

する温浴施設や宿泊施設など、エンドユーザー

によって導入されるケースが主流であった。とこ

ろが近年、地域に根差した企業がエネルギー

サービス事業を立ち上げると同時にボイラーの

所有者となり、エンドユーザーに熱供給（熱を

販売）するビジネスが注目を集めはじめている。

地域で信頼されている企業が舵を取ることで、

バイオマス熱利用に馴染みが少ないユーザー

でも安心して利用しやすくなることが狙いだ。 

バイオマスボイラーに置き換えるメリットは、燃

料代の削減をはじめ、二酸化炭素削減への寄

与、地域資源の活用による資源循環など多岐

にわたる。他方、導入に向けた主な課題は、導

入費の工面、適切な燃料の調達、面的な体制

の整備である。 

まず、導入費に関しては、バイオマスボイラー

の導入には数百 万 円 から数 千 万 円の投 資が

必要となる。バイオマス熱利用の潜在的なユー

ザーである温浴施設や宿泊施設などは経営的

に安定していても、初期投資が負担になること

が多い。このため、燃料代削減により着実に投

資回収ができるとわかっていても、投資金額で

二の足を踏んでしまうこともしばしば起こり得る。 

次に、燃料の調達について、この規模のバイ

オマスボイラーは、水分や形状などが管理され

たチップを使わないと、燃焼効率が低下したり、

燃料が詰まるトラブルなどが発生しやすくなる。

日本のチップは従来、製紙用のチップ生産が

主流であり、水分管理を必要としなかった。この

ため、燃料用チップを供給するにはこれまでと

異なった体制が必要となる。 
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最後に、体制について、バイオマス利用をす

る上で、チップを用意したりボイラーに関心が高

い担当者を配置するなど一定の体制整備が必

要となる。バイオマスボイラーの利用先が複数

施設あれば施設ごとに整備する必要がないた

め、効率的で運用費の抑制にもつながる。 

これらの課題に対応できるのが冒頭のエネル

ギーサービス事業である。通常、本事業を立ち

上げることができるのは、自社資金にて設備導

入が可能な地域の有力企業であることが多い。

また、エネルギーサービス事業として立ち上げ

るため、燃料生産や調達に配慮しながら、１施

設ではなく複数施設への導入を目指すことで

面的な体制整備のインセンティブにつながる。 

 

注目される那須建設の取り組み 

その代表的な企業が、山形県長井市にある

那須建設株式会社である。那須建設は総合建

設業として、土木、建築、住宅事業を展開して

いるだけでなく、再生可能エネルギーにも先駆

的に取り組んでいる。太陽光発電やバイオガス

発電事業に加え、近年はバイオマスエネルギ

ーのサービス事業にも力を入れ、スギ苗生産か

らチップ生産、バイオマスボイラーの設置・管理

運営までといった川上から川下までバイオマス

に携わる事業を展開している。 

那須建設は、本事業を展開するにあたり、ま

ずは関係会社が運営する温泉施設へのバイオ

マスボイラーの導入および運営を行った。その

結果、実質約 1000 万円の燃料代削減効果が

生まれ、着実な手ごたえを感じていると話す。 

そして、このビジネスモデルは、本事業を活

用してバイオマスエネルギーを利用するユーザ

ーにとっても大きなメリットがある。それは、燃料

代が長期間にわたって固定できるため、経営計

画に反映しやすく、設備更新の自己負担も不

要である。燃料代が高騰している現在、燃料代

の見通しがつくというのは経営的に非常に有益

である。 

地域で win-win の関係を構築できる那須建

設の取り組みは、地域活性化の観点からも注

目を浴びている。那須建設が開催する視察会

は満員御礼が多く、参加者の中には那須建設

と同様に、各地域でバイオマスエネルギーサー

ビス事業を始めようと計画している関係者が多

い。視察会に同行した筆者は、木質バイオマス

という地域の資源を一企業で独占するのでは

なく、地域の関係者やバイオマス導入により不

利益を被ると想定される燃料関連事業者などと

いった、地域全体を巻き込んだ取り組みが徹底

されているという点に改めて気づかされた。 

那須建設のような企業が各地域で誕生すれ

ば、今後ますます、木質バイオマスの熱利用は

拡大していくだろう。 

視察会の様子 


